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学校の組織的・自律的な業務改善
～組織マネジメントを生かして～

学校における業務改善の取組は，学校の組織マネジメントに密接に関わるものである。業

務改善が学校全体の組織的・自律的な営みとなるよう事例を交えながら具体的な進め方を紹

介する。
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１ はじめに

子供たちを取り巻く環境の変化により学校

が抱える課題も複雑化・困難化の状況となり

つつある。そのような中，学校が教育の質の

維持・向上を目指し，その力を最大限に発揮

するには，教員が，子供の状況を的確に把握

し，深い学びの実現を目指した細やかで質の

高い指導を行っていくことが求められている。

そのためには，それに傾注できる環境整備と

教職員一人一人の能力を，機能的・効果的な

組織力として高めていく必要があり，効率的

な校務運営と教職員の負担軽減を図りながら

学校経営の安定につなげていくことが必要で

ある。

学校における働き方改革を進めるには，地

域の実情を踏まえ，学校，家庭，地域，行政

が密接に連携し，総合的に取り組む必要があ

るが，ここでは，業務改善が学校全体の組織

的・自律的な営みとなるよう学校独自で行え

る取組について考えていく。

２ 変化が激しく予測困難な未来

経済発展が進む中，IoＴ，人工知能(ＡＩ)，

ビッグデータといった社会の在り方に影響を

及ぼす新たな技術の進展が進んできており，

今後は，経済発展と社会的課題の解決を両立

していく新たな社会（Society 5.0）へと進

展していくと考えられている。

図１ Society 5.0で実現する社会

このような社会に生きる子供たちに求めら

れるのは，次のような資質・能力であり，こ

れらを育むことが，これからの学校教育に求

められている。

○ 答えのない課題に最善解を導くこと

ができる能力（思考力・判断力・表現

力等）

○ 分野横断的な幅広い知識・俯瞰力

（主体性・多様性・協働性）

※ H30 校務の業務改善ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｾﾐﾅｰ資料より 文部科学省



３ 学校における業務改善

(1) 校長のリーダーシップの発揮

現在の学校が抱える問題は，学習指導，生

徒指導，家庭環境などいくつかの要因が複雑

に絡み合っているため，個の力だけでなく，

学校が組織として適切な対応をしなければ解

決が困難な事例も多い。校長のリーダーシッ

プの下，教職員一人一人が高い専門性を機能

的・効果的な組織力としていくことで，あら

ゆる問題にも適切に対応できる学校の大きな

組織力となり得る。

学校における業務改善の取組は，学校組織

マネジメントと関わり，学校全体の取組とな

るよう校長が責任をもって，中心的な役割を

果たしながら，その推進に当たっていくこと

が求められる。

(2) 業務改善のR-PDCA

業務改善を進めていく際には，学校組織マ

ネジメントと同様，R-PDCAサイクルをうまく

回しながら取り組む必要がある。

次に示すのは，組織的・自律的な業務改善

を進めていくためのR-PDCAサイクルの例であ

る。

＜R：Research＞

〔校内体制の整備〕

○ 業務改善推進担当者の指名又は推進チー

ムの編成を行う。

・ 複数を担当に指名

・ 分掌や教科，年齢構成などのバランス

を考慮し編成（現存の委員会等を活用す

ることも考慮）

〔現状把握〕

○ 改善の余地があること，困っていること

などを把握する。

・ 教職員へのアンケート調査

・ 日常会話，業務観察など

・ ブレインストーミング等

＜P：Plan＞

〔現状分析〕

○ 校内資源（人・物・予算・情報・時間）

の配分が有効かを整理し，問題の原因を探

るなどして現状を分析する。

・ 「なぜ」を繰り返して，問題分析

・ ＫＪ法等

〔課題設定〕

○ 現状分析を踏まえた学校で取り組むべき

課題を設定する。

〔改善策の検討・作成〕

○ 設定した課題に対する改善策を検討し，

計画を具体化する。

・ ブレインストーミング，ＫＪ法など

＜D：Do＞

〔改善策の実施〕

○ 全職員が課題や改善策を共有し，実施す

る。

・ 改善策の周知（明文化）

・ 実施期間の設定等

＜C：Check＞

〔効果測定・評価〕

○ 改善策の効果を測り，業務改善の目標と

照らし合わせて評価する。

・ アンケート，聞き取り，業務観察等

＜A：Action＞

〔検討・更新〕

○ 評価結果を踏まえ，次の計画に向けた当

初改善策の検討・更新を行う。

・ 当初改善策の継続，修正，破棄

・ 今後の取組の把握（明文化）等

※ H30学校組織ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄを生かす校長講座資料を基に再構成



(3) 業務改善の概要

学校における業務改善は，学校組織マネジ

メントを基盤として，その限りある経営資源

を，必要な部分に最大限かつ効果的に振り分

けることができるようにするための環境づく

りである。学校がその役割を果たしていくた

めには，次の視点からの取組を行っていく必

要がある。

〔業務改善の３つの視点〕

○ 組織の力を最大限に生かせるよう業

務分担の見直しを図る。

○ 業務内容を明確にし，その進め方の

改善を図る。

○ 個々の業務の精選と省力化の工夫を

行う。

〔視点１：業務分担の見直し〕

○ 業務分担の見直し

・ 校務分掌の再編

・ 分掌業務，担任業務の分担

・ 部活動指導業務の分担

○ 外部人材の活用

・ 保護者，地域，退職教員，学生などボ

ランティアの活用

・ 業者への委託

〔視点２：業務の進め方の改善〕

○ 計画的な業務遂行の工夫

・ 週報，月行事予定表の工夫による業務

の提示，提出期限の明確化

・ 各行事や研修などの成果と課題は実施

後すぐ文書にまとめて配布

※ 同時に次年度の計画案を作成

・ 長期休業の有効活用と日々の時間配分

の最適化

○ 類似業務の集約・統合

・ 類似業務は一元化，作業手順の見直し

による二度手間の改善

・ 実施回数を工夫し，仕事の質を保ちな

がら効率化

○ 起案・決裁に関する改善

・ 起案前の管理職への処理方針の確認の

徹底

・ 回議者は意志決定のプロセスに必要な

者に精選

・ 内容に応じて専決や簡易起案の活用

・ 起案データ保存場所や回議，処理過程

の表示

○ 定時退校日等の実施

・ 定時退校日の実施，日々の退校時刻の

設定と表示及び個別の指導・助言

図２ 退校時刻・業務内容の掲示（例）

〔視点３：個別業務の精選・省力化の工夫〕

○ 会議の改善

・ 議題の精選，開催回数の縮減

・ 計画的な会議設定（時間設定と提示）

・ 資料の工夫と事前配布

・ 説明時間，内容の事前調整

○ 職朝の改善

・ 情報の共有方法の工夫

・ 連絡・報告事項の事前申告

○ 各種業務の精選・省力化の工夫

・ 学校行事の精選・工夫

・ 作品募集への対応の精選・工夫

・ アンケート集計の効率化

・ 集金業務の効率化

○ 校内ＬＡＮ等を活用した情報共有とパソ

コンを活用した書類作成の工夫

・ 共有フォルダへの保存の徹底とフォル

ダ構成の工夫・整理

・ 教材データの共有

・ 様式の電子化

○ 保管方法の工夫

・ 保管場所の固定化，保管内容・使用状

況の提示，薬品庫等の厳重管理



○ 整理整頓の組織的な実施

・ 整理整頓の定例化，机上の整理整頓の

習慣化，整理整頓が可能な環境づくり

○ 動線の改善

・ 職員室のレイアウト変更

・ 状況把握のしやすい机の配置等

４ 業務改善に向けた取組例（薩摩川内市立

川内中央中学校の実践から）

業務改善をボトムアップにより推進し，２

学期の学校経営方針に反映するため，長期休

業中に実施した校内研修会の取組を紹介する。

〔「業務改善・働き方改革」校内研修会〕

(1) 研修テーマ

半径３ｍからの業務改善・働き方改革を

どう進めるか～教育の「質」を高める業務

改善へのチャレンジ～

(2) 実施日

平成30年８月28日

(3) 内 容

午前９：00～12：00（パネルディスカッション）

・ 国・県・市の方向性と現状・課題

・ 国のガイドラインを踏まえた適正な

部活動

・ 業務改善・働き方改革を踏まえた適

正な勤務の実現

・ 業務改善・働き方改革を含む２学期

制

午後１：00～３：30（ポスターセッション）

＜テーマ＞

働き方改革を意識した具体的な「業務改

善」をどう進めるか？

・ 不登校対策・いじめ問題など生徒指

導をどう改善するか？

・ 学力向上対策をどう改善するか？

・ 定時退庁を確実に実施するにはどう

したらよいか？

・ 職員会議や学年会議などの運用をど

う工夫するか？

・ 効率的に仕事を進めるにはどうした

らよいか？

・ 適正な部活動をどう進めるか？

・ 年間16日の年休を全員が取得するに

はどうしたらよいか？

(4) 研修の成果と活用

○ 業務改善は進むの回答：8%→41%

○ ２学期学校経営方針に反映

５ おわりに

学校における組織的・自律的な業務改善を

図るためには，教職員全体の意識改革が必要

であり，校長が学校経営方針や重点目標に教

職員の働き方に関する視点を盛り込むととも

に，学校評価においても重点的な評価項目と

して適切に位置付けていくことが望まれる。
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